
〇公立大学法人周南公立大学公的研究費取扱規程 

（令和４年４月１日規程 11－４号） 

（目的） 

第１条 この規程は、公立大学法人周南公立大学（以下「本学」という。）

において公的研究費の取り扱いに関して、適正に運営及び管理するために

必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この規程で使用する用語は次のとおりとする。 

(１) 「公的研究費」とは、文部科学省、文部科学省が所管する独立行政

法人又はその他の機関等から配分される競争的資金を中心とした公募

型の研究資金、運営費交付金、寄附金、補助金並びに委託費等を財源と

して本学が扱う全ての経費をいう。 

(２) 「配分機関」とは、公的研究費を配分する国の機関、地方自治体ど

の行政官庁又はそれらの行政官庁が所管する独立行政法人のことをい

う。 

(３) 「研究者」とは、公的研究費の競争的資金等へ応募し又は配分され

て研究活動を行う研究代表者及び研究分担者、ならびに配分された補助

金を執行する者をいう。 

(４) 「研究者等」とは、本学に所属する研究活動を行う全ての研究者及

び研究活動に携わる本学の職員及び学生、その他非常勤雇用者等をいう。 

(５) 「最高管理責任者」とは、本学全体を統括し、公的研究費の運営・

管理について最終的な責任を負う者をいう。 

(６) 「統括管理責任者」とは、最高管理責任者を補佐し、公的研究費の

運営・管理について統括し、その状況を最高管理責任者へ報告する者を

いう。 

(７) 「コンプライアンス推進責任者」とは、公的研究費の不正使用を防

止するため、研究者等に対しコンプライアンス教育を実施及び受講状況

の管理監督を行い、その他不正使用の防止策を講じる者をいう。 

(８) 「部局等」とは、「公立大学法人周南公立大学組織規程」に定める

内部組織をいう。 



(９) 「部局責任者」とは、研究活動に関わる部局の長をいう。 

（遵守事項） 

第３条 研究者は、この規程及び関係諸規程の定める事項を遵守し、公的研

究費を適正に執行しなければならない。 

（責任体制） 

第４条 本学における公的研究費の運営・管理に関する最高管理責任者は学

長とする。 

２ 本学における公的研究費の運営・管理に関する統括管理責任者は副学長

（研究推進担当）とする。 

３ 本学におけるコンプライアンス推進責任者は学部長とする。 

（職務権限の明確化） 

第５条 最高管理責任者は、公的研究費の事務処理手続きに関して、研究者

と部局責任者の権限と責任を明確に定め、これを学内外に公表し、関係者

に周知するものとする。 

（不正防止計画） 

第６条 最高管理責任者は、研究費の不正防止に関する基本方針を策定する

ものとする。 

２ 統括管理責任者は、基本方針に基づき公的研究費の不正使用の防止計画

（以下「不正防止計画」という。）を策定し、学内外に周知しなければな

らない。また、不正事案の情報収集等を踏まえ、定期的に不正防止計画を

改定するものとする。統括管理責任者は、不正防止計画が適正に実施して

いることを確認し、最高管理責任者へ報告しなければならない。また、本

学における不正防止計画、内部監査の状況、不正使用の事案並びに不正防

止策等の情報をもとに、コンプライアンス教育及び啓発活動の内容を策定

するものとする。 

３ コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者が策定する実施計画に

基づき、全ての構成員に対して、コンプライアンス教育にとどまらず、不

正根絶に向けた継続的な啓発活動を実施する。 

４ 部局責任者は、不正防止計画に基づき、不正防止に努めなければならな

い。 



５ 最高管理責任者は、研究者等に対し、公的研究費の適正な運営及び管理

に関わる意識向上を図るための必要な措置を講ずるものとする。 

（コンプライアンス教育） 

第７条 コンプライアンス推進責任者は、研究者等に対し、次の事項を含む

コンプライアンス教育を定期的に実施しなければならない。 

(１) 公的研究費は国民の税金が原資となっていること 

(２) 公的研究費の執行方法 

(３) 公的研究費の不正使用の事例 

(４) 公的研究費の不正使用による影響及び懲戒 

(５) 内部監査の実施内容 

(６) 上記各号のほか、コンプライアンス推進責任者が公的研究費の不正

使用を防止するために、コンプライアン教育上必要と判断する事項 

２ コンプライアンス推進責任者は、コンプライアンス教育の受講状況及び

理解度を把握するものとする。 

（誓約書） 

第８条 コンプライアンス推進責任者は、コンプライアンス教育を受講した

研究者等に対し、誓約書の提出を求めるものとする。 

２ 誓約書には、次の事項の誓約を求める内容とする。 

(１) この規程及び関係諸規程の定めを遵守すること。 

(２) 公的研究費を不正使用しないこと。 

(３) この規程及び関係諸規程の定めに違反して公的研究費を不正使用

した場合、本学の規程に基づく懲戒処分、配分機関による処分、ならび

に法的責任を負うこと。 

(４) 上記各号のほか、誓約を要する事項。 

（競争的資金等への応募資格と執行制限） 

第９条 下記の条件をすべて満たした研究者に対し、公的研究費の競争的資

金等への応募資格を付与する。 

(１) 配分機関より競争的資金への応募制限、競争的資金の執行停止、そ

の他の処分を受けていないこと。 

(２) コンプライアンス教育を受講していること。 



(３) 誓約書を提出していること。 

２ 公的研究費を配分される継続課題を有する研究者が、コンプライアンス

教育を受講しなかった場合又は誓約書を提出しなかった場合は、コンプラ

イアンス教育を受講し又は誓約書を提出するまで当該公的研究費の執行

を停止することがある。 

（相談窓口） 

第 10 条 公的研究費に関する事務処理手続き及び学内規程等について、学

内外からの相談窓口として第 12 条に定める部局を充て、学内外からの相

談に誠意をもって対応し、公的研究費の効率的な運営を支援するものとす

る。 

（経理事務の委任） 

第 11 条 研究者は、配分される公的研究費の経理事務を最高管理責任者に

委任するものとする。 

（発注・納品検収等の担当部局） 

第 12 条 公的研究費に関する予算管理、発注、納品検収、出納、及びその

他の各事務は次の部局が担当する。 

(１) 公的研究費の予算管理及び物品等の発注は、研究・地域・産学連携

部研究支援課が担当する。 

(２) 納品検収は、総務部総務課が担当する。ただし、検収に専門的な知

識等を必要とする場合は、その知識を有する教員又は職員が検収するこ

とがある。 

(３) 出納は、総務部経理課が担当する。 

(４) 非常勤雇用の研究補助者等の面談及び出勤管理は、研究・地域・産

学連携部研究支援課が担当する。 

２ 研究・地域・産学連携部研究支援課は、効率的かつ適正な予算管理執行

を行うとともに、研究者に対して公的研究費の使用に関する助言を行わな

ければならない。 

３ その他必要な事項は別に定める。 

（研究費の執行） 

第 13 条 公的研究費の執行に当たっては、本規程の定めのほか、公立大学



法人周南公立大学公的研究費運用マニュアル（以下「公的研究費運用マニ

ュアル」という。）に基づき、適正に執行するものとする。 

（発注） 

第 14 条 発注は、原則として、研究者の依頼に基づき研究・地域・産学連

携部研究支援課が財源を確認し、必要に応じて調整の上、これを行う。 

（研究者の発注範囲） 

第 15 条 研究者による物品等の発注は、次の場合を除いて、これを認めな

い。 

(１) 店舗等で直接購入する１個、または複数のもので組み合わせて機能

するものはそれら一式が、消費税を含み１万円未満の消耗品。ただしデ

ジタルカメラ等の換金性の高い物品を除く。 

(２) １個、または複数のもので組み合わせて機能するものはそれら一式

が、消費税を含み 10 万円未満の消耗品で、やむを得ない理由により緊

急を要する場合。ただしパソコン、デジタルカメラ等の換金性の高い物

品を除く。 

(３) 研究者による発注が適当である場合（専門性の高い物品等の購入又

は役務の提供）。 

(４) 出張先等で緊急に図書・消耗品等が必要になった場合。 

(５) その他研究者による発注が適当である場合。 

２ 前項の場合、研究者は発注した物品の現物を第 12 条に定める納品検収

担当部局へ持参し、納品検収を受けなければならない。 

（検収） 

第 16 条 総務部総務課は、発注データ（発注書や契約書等）と納入された

物品の確認・検収を行う。 

２ 検収に当たっては、検収済みの確認印を決裁書類等に押印すること。 

３ 適切な発注及び検収が行われていないことが判明した場合、最高管理責

任者は、当該研究活動の停止を求めるとともに、当該業者に対し、取引停

止等の措置を講ずるものとする。 

（特殊な役務の納品検収） 

第 17 条 データベース、プログラム、デジタルコンテンツ等の作成開発、



又は機器の保守点検等の特殊な役務の納品検収については、次のとおり行

う。 

(１) 有形の成果物がある場合は、成果物及び完了報告書等の書類で、第

12 条に定める納品検収担当部局が納品検収を行う。 

(２) 有形の成果物がない場合は、完了報告書等の書類及び研究者ならび

に業者等への聞き取り調査により納品検収を行う。 

（取引業者の不正行為防止策） 

第 18 条 取引業者との癒着による公的研究費の不正使用を防止するため、

取引業者に対し本学の公的研究費の不正使用防止に関する方針及びルー

ル等を周知するものとする。 

２ 特定の業者との取引量が多く、偏りがあると判断されるときは、当該取

引業者に対し、次の事項を含む誓約書等の提出を求めるものとする。 

(１) 本学の規程を遵守し、公的研究費の不正使用に関与しないこと。 

(２) 内部監査等の調査において、取引帳簿の閲覧及び提出等の要請に協

力すること。 

(３) 公的研究費の不正使用に関与したものと認められた場合は、不正防

止計画の定めに従い、取引停止を含むいかなる処分を講じられても異議

を申し立てないこと。 

(４) 研究者より公的研究費の不正使用の依頼があったときは、本学に通

報すること。 

(５) 上記各号のほか、誓約を要する事項。 

３ 前項の誓約書等を提出しない取引業者とは、原則として公的研究費の執

行に関する取引を行うことができない。 

（設備等の寄附） 

第 19 条 研究者は、公的研究費により設備、備品又は図書（以下「設備等」

という。）を取得したときは、直ちに本学へ寄附しなければならない。 

２ 前項の研究者が他の研究機関へ異動する場合は、当該研究者の申し出に

より、寄附を受けた設備等を返還するものとする。 

（出張旅費の取扱い） 

第 20 条 研究者が公的研究費により出張する場合は、「公立大学法人周南公



立大学出張旅費規程」の定めに従い、出張旅費を申請するものとする。 

２ 研究者は、出張終了後すみやかに、「出張復命書」に運賃及び宿泊費の

領収書等を添付して提出しなければならない。なお、出張旅費の使用につ

き過不足が生じたときは、所定の手続きを経て精算するものとする。 

３ 出張旅費の事務手続きの詳細については、公的研究費運用マニュアルに

定める。 

（非常勤雇用者の取扱い） 

第 21 条 研究者が本学の学生を研究補助者として雇用する場合、「短期雇用

明細及び出勤簿」を第 12 条に定める予算管理部局に提出し、当該部局に

よる当該研究補助予定者の面談を経て採用を決定するものとする。 

２ 研究補助者に対し、研究補助開始前にコンプライアンス教育を受講し、

誓約書の提出を求めるものとする。 

３ 研究補助者の勤怠管理は、第 12 条に定める予算管理部局にて行うもの

とする。 

４ 研究者が学外の研究補助者を雇用する場合は、当該研究補助者のコンプ

ライアンス教育、勤怠管理等を行う責任者を設定し、第 12 条に定める予

算管理部局へ申請するものとする。 

５ 研究補助者への謝金の支払い手続きの詳細については、公的研究費運用

マニュアルに定める。 

（間接経費等の譲渡） 

第 22 条 公的研究費の間接経費を配分された研究者は、「間接経費納付金申

出書」により本学に譲渡するものとする。 

２ 公的研究費に生じる利子は、本学に譲渡するものとする。 

（日常的モニタリング） 

第 23 条 公的研究費の適正な運営及び管理を徹底するため、研究者ならび

に関係部局は、日常的にモニタリングを実施し、不正使用防止に努めるも

のとする。 

（内部監査） 

第 24 条 最高管理責任者は、毎年定期的に、無作為に抽出した公的研究費

について内部監査を実施するため、内部監査を内部監査委員会へ委託する



ものとする。 

２ 内部監査の実施にあたっては、研究者及び関係部局は協力するものとす

る。 

３ 物品の購入業者の偏りがある場合、当該研究者及び当該購入業者に対し、

重点的かつ不定期に内部監査を実施する。 

４ 上記各項の内部監査を実施する際、必要に応じて取引業者に帳簿の提出

又は帳簿の照合を求めるものとする。 

（監事等との連携） 

第 25 条 内部監査の実施に際し、監事等と連携し、実効性のある監査を実

施するよう努める。 

（内部監査結果の報告） 

第 26 条 内部監査の結果は、最高管理責任者へ報告するものとする。 

（雑則） 

第 27 条 この規程に定めるもののほか、公的研究費の運営及び管理につい

ての必要な事項は公的研究費運用マニュアルの定めるところとする。 

   附 則 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和６年６月 12 日から施行し、令和６年４月１日から適用

する。 

 


